
負債の部

科 目
流 動 負 債【 】

短期借入金
１年以内返済予定長期借入金

未 払 金
未 払 費 用

未払法人税等
未払消費税等

預 り 金
仮 受 金

賞与引当金
流動負債合計

固 定 負 債【 】
長期借入金

退職給付引当金
役員退職慰労引当金

固定負債合計
負 債 合 計

金 額

50,000,000
11,880,000
3,280,112
1,841,911
311,400
335,200

1,320,038
203,200

1,925,250
71,097,111

97,020,000
337,800

38,699,500
136,057,300
207,154,411

純資産の部
科 目

株 主 資 本【 】
資 本 金

資本剰余金【 】
その他資本剰余金( )
その他資本剰余金
資本剰余金合計

利益剰余金【 】
その他利益剰余金( )
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自 己 株 式【 】
自 己 株 式

株主資本合計
純資産合計

負債純資産合計

金 額

50,000,000

2,355,705,621)(
2,355,705,621
2,355,705,621

218,902,521)(
218,902,521
218,902,521

△ 1, 440 , 839 , 796】【

△ 1, 440 , 839 , 796
1,183,768,346
1,183,768,346
1,390,922,757

科 目

資産の部

流 動 資 産【 】

当 座 預 金
普 通 預 金

売 掛 金
貯 蔵 品

前 払 費 用
繰延税金資産

未 収 入 金
立 替 金

仮 払 金
仮 払 税 金

流動資産合計
固 定 資 産【 】

無形固定資産( )
ソフトウェ ア

無形固定資産合計
投資その他の資産( )
関係会社株式
差入保証金

長期繰延税金資産
敷 金

投資その他の資産合計
固定資産合計

資 産 合 計

金 額

14,700,479
17,159,421

253,692
4,579

2,033,226
412,389

35,814,070
4,928,851

150,000,000
52,581,500
277,888,207

7,971,426
7,971,426

1,102,915,823
966,000
677,301
504,000

1,105,063,124
1,113,034,550

1,390,922,757

単位( ：円)

貸借対照表

アカルタスホールディングス株式会社

令和年月日  1   9  30　現在



個別注記表

アカルタスホールディングス株式会社

自 平成 30年 10月  1日  至 令和  1年  9月 30日

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．資産の評価基準及び評価方法
　　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　　子会社及び関連会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　（２）たな卸資産
　　　　　　・製品　　　　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　・仕掛品　　　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　・原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法

　　　（３）固定資産の減価償却の方法
　　　　　　・有形固定資産　　　　　　　　　　　定率法
　　　　　　　（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び構築物については定額法を採用しております。

　　　　　　・無形固定資産　　　　　　　　　　　定額法
　　　　　　　（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

　　　　　　・リース資産　　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いては、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の方法によっております。所有権移転外ファイナンス・リー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ス取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（４）繰延資産の処理方法
①　　　　　　・株式交付費　　　　　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。
②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業規模拡大のために行う資金調達等の財務活動に係るも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のは繰延資産に計上し、定額法（3年）により均等償却し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おります。ただし、前期以前に計上したものは従来どおり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年で均等償却しております。

①　　　　　　・創立費　　　　　　　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。
② 5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年以内の効果の及ぶ期間にわたり、定額法により均等償

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しております。

　　　（５）引当金の計上基準
　　　　　　・貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております

　　　　　　・賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のうち、当期の負担額を計上しております。

　　　　　　・役員賞与引当金　　　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

　　　　　　・退職給付引当金　　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　す。

　　　　　　・役員退職慰労引当金　　　　　　　　役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給額を計上しております。

　　　（６）ヘッジ会計の方法
①　　　　　　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。



②　　　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　　ヘッジ手段：金利スワップ、為替予約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象：借入金、社債、売掛金、買掛金

③　　　　　　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　　金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、対象債務の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　範囲内でヘッジを行っております。

④　　　　　　ヘッジの有効性評価方法　　　　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額等を基礎にして判断しております。

　　　（７）その他計算書類作成のための基本となる事項
　　　　　　・消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。なお、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ております。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記　　　　　　　　　該当事項はありません。

Ⅲ　表示方法の変更に関する注記　　　　　　　　　該当事項はありません。

Ⅳ　株主資本等変動計算書に関する注記
　１．発行済株式の数に関する事項
　　　株式の種類                            　  普通株式
      当事業年度期首の株式数　　　　　　　      25,000株
      当事業年度増加株式数　　　　　　　　　　    　－株
　  　当事業年度減少株式数　　  　　　　　　      　－株
      当事業年度末の株式数　　　　　　　　　    25,000株

　２．自己株式の数に関する事項
　　　株式の種類                            　  普通株式
　　　当事業年度期首の株式数　　　　　　　　　　  　－株
　　　当事業年度増加株式数　　　　　　　　 　　 15,000株
　　　当事業年度減少株式数　　  　　　　　　　  　 150株
　　　当事業年度末の株式数　　　　　　　　　    14,850株
　　　（変動事由の概要）
　　　　　子会社からの現物配当による増加　　　　15,000株
　　　　　株式交換による減少　　　　　　　 　　　　150株

　３．剰余金の配当に関する事項
①　　　配当支払額等

　　　　平成31年11月27日開催の第１回定時株主総会決議による配当に関する事項
　　　　・配当金の総額                                7,500千円
　　　　・配当の原資　　　　　　     　        その他資本剰余金
　　　　・１株あたり配当額　　　　　　　        　    　　300円
　　　　・基準日          　　　　　　          平成30年9月30日
　　　　・効力発生日　　　　　　　             平成30年11月28日

②　　　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
　　　　令和元年11月29日開催の第２回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
　　　　・配当金の総額                                3,045千円
　　　　・配当の原資　　　　　　     　　　　        利益剰余金
　　　　・１株あたり配当額　　　　　　　　   　　         300円
　　　　・基準日          　　　　　　          令和元年9月30日
　　　　・効力発生日　　　　　　　     　　　　 令和元年12月2日

　４．新株予約権に関する事項　　　　　　　　　　該当事項はありません。

Ⅴ　その他の注記　　　　　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。


